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２－５ 公共的サービス提供のあり方 
今後、国の総人口が平成 18 年をピークに減少し、また高齢化が進むことが予想さ

れ、その結果、「一人一人が市役所から受けられるサービスが減る」ことが考えられ

ますが、このような社会状況の下での公共的なサービス提供のあり方を尋ねています。 
① 全般的傾向 

公共的サービス提供のあり方についての意向は、「④市民負担はできるだけ軽減

し、市役所が提供するサービスは必要最低限とし、それを超える部分については、

市民の助け合いや、別にお金を払ってＮＰＯ・企業などの提供するサービスを身近

に利用できるようにする」が 39.0％で一番多く、次いで「③市民負担は現在水準を

維持するが、市役所から受けられるサービスの減少分は、市民の助け合いや、別に

お金を払ってＮＰＯ・企業などの提供するサービスを身近に利用できるようにする」

が多くなっています。また、その他の意見として「行政運営を効率化（職員・議員

定数削減、経費削減など）し、サービスの見直し（公共事業廃止など）により、支

出を減らす」が多くなっています。 

 

問７（１） 回答数 構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やして、市役所が提供するサービス

を拡大する 
70 2.0%

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、市役所が提供するサービスを

維持する 
446 12.7%

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けられるサービスの減少

分は、市民の助け合い、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用 
1,122 31.9%

④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービスは必要最低限と

し、それを超える部分については、市民の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの

提供するサービスを利用 

1,370 39.0%

⑤その他 258 7.3%

無回答 249 7.1%

合計 3,515 100.0%
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⑤その他 内訳（内容による分類） 回答数 構成比

行政運営を効率化（職員・議員数削減、経費削減など）し、提供するサービ

スの見直し（公共事業廃止など）により、支出を減らす 
143 55.4%

税などの市民負担を減少し、市役所が提供するサービスは拡大する（手段は

無記入） 
15 5.8%

企業を誘致したり、高齢者が働ける場を確保することにより、税収を増加 10 3.9%

ＮＰＯや民間企業に委託等をする場合に、サービスの質を低下させないよう

にする 
7 2.7%

市民ボランティアや地域での助け合いなどを、金銭の支払いではなく点数制

にして相互に利用できるシステムをつくる 
7 2.7%

高所得者や企業からの負担を増やし、税収を増加させる 7 2.7%

個人が自立し、できるだけ公的サービスを受けない 4 1.5%

消費税率の増加や新たな税をつくり、税収を増加させる 3 1.2%

税等の未納者への徴収を厳しくする 3 1.2%

公共サービスをできるだけ民営化する 3 1.2%

上記以外の意見 34 13.2%

無記入 22 8.5%

合計 258 100.0%

 

公共的サービス提供のあり方

2.0%

12.7%

31.9%

39.0%

7.3%

7.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やして、市役所が

提供するサービスを拡大する

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、市役所が

提供するサービスを維持する

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けら

れるサービスの減少分は、市民の助け合い、ＮＰＯ・企業な

どの提供するサービスを利用
④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービ

スは必要最低限とし、それを超える部分については、市民

の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用

⑤その他

無回答

構成比
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② 性別による公共的サービス提供のあり方 
性別による公共的サービス提供のあり方についての意向に、違いはあまりありま

せんが、女性の方が、「④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービス

は必要最低限とし、それを超える部分については、市民の助け合いや、ＮＰＯ・企

業などの提供するサービスを利用」と「③市民負担は現在水準を維持するが、市役

所から受けられるサービスの減少分は、市民の助け合い、ＮＰＯ・企業などの提供

するサービスを利用」を選択した方の差が、男性より小さくなっています。 

 
男 女 

選択項目 
回答数 構成比 回答数 構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やして、市役所が提

供するサービスを拡大 

26 1.6% 42 2.2%

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、市役所が提供

するサービスを維持 

222 14.0% 223 11.7%

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けられる

サービスの減少分は、市民の助け合い、ＮＰＯ・企業などの

提供するサービスを利用 

487 30.8% 630 33.2%

④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービス

は必要最低限とし、それを超える部分については、市民の助

け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用 

642 40.6% 719 37.9%

⑤その他 130 8.2% 127 6.7%

無回答 74 4.7% 157 8.3%

合計 1,581 100.0% 1,898 100.0%

性別による公共的サービス提供のあり方

1.6%

14.0%

30.8%

40.6%

8.2%

4.7%

2.2%

11.7%

33.2%

37.9%

6.7%

8.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やして、市役所

が提供するサービスを拡大

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、市役所が

提供するサービスを維持

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けら

れるサービスの減少分は、市民の助け合い、ＮＰＯ・企業

などの提供するサービスを利用

④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサー

ビスは必要最低限とし、それを超える部分については、市

民の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを

⑤その他

無回答

構成比

男 女
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③ 年齢による公共的サービス提供のあり方 
年齢による公共的サービス提供のあり方についての意向は、20歳代と40歳代では、

「③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けられるサービスの減少分は、

市民の助け合いや、別にお金を払ってＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用」、

「④税や公的保険料の市民負担はできるだけ軽減し、市役所が提供するサービスは

必要最低限とし、それを超える部分については、市民の助け合いや、別にお金を払

ってＮＰＯ・企業などの提供するサービスを身近に利用できるようにする」の順に

多くなっています。 

60 歳代では「④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の供するサービスは必要最

低限とし、それを超える部分については、市民の助け合いや、別にお金を払ってＮ

ＰＯなどの提供するサービスを利用」が他の項目と比較してかなり多くなっていま

す。 

 
20 歳代 30 歳代 40 歳代 

選択項目 
回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増や

して、市役所が提供するサービスを拡大 

13 3.7% 10 1.9% 8 1.6%

②税や公的保険料の市民負担を少し増やし

て、市役所が提供するサービスを維持 

48 13.5% 62 11.9% 56 11.4%

③市民負担は現在水準を維持するが、市役

所から受けられるサービスの減少分は、市

民の助け合い、ＮＰＯ・企業などの提供す

るサービスを利用 

137 38.5% 185 35.6% 201 40.9%

④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の

提供するサービスは必要最低限とし、それ

を超える部分については、市民の助け合い

や、ＮＰＯ・企業などの提供するサービス

を利用 

117 32.9% 201 38.7% 166 33.8%

⑤その他 32 9.0% 49 9.4% 40 8.1%

無回答 9 2.5% 12 2.3% 20 4.1%

合計 356 100.0% 519 100.0% 491 100.0%
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50 歳代 60 歳代 70 歳以上 

選択項目 
回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増や

して、市役所が提供するサービスを拡大 

16 2.2% 11 1.4% 11 1.9%

②税や公的保険料の市民負担を少し増やし

て、市役所が提供するサービスを維持 

88 11.8% 103 12.7% 88 15.6%

③市民負担は現在水準を維持するが、市役

所から受けられるサービスの減少分は、市

民の助け合い、ＮＰＯ・企業などの提供す

るサービスを利用 

253 34.0% 216 26.7% 126 22.3%

④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の

提供するサービスは必要最低限とし、それ

を超える部分については、市民の助け合い

や、ＮＰＯ・企業などの提供するサービス

を利用 

287 38.6% 368 45.4% 224 39.6%

⑤その他 57 7.7% 54 6.7% 25 4.4%

無回答 43 5.8% 58 7.2% 91 16.1%

合計 744 100.0% 810 100.0% 565 100.0%

 

年齢による公共的サービス提供のあり方

13.5%

11.9%

11.4%

11.8%

12.7%

15.6%

38.5%

35.6%

40.9%

34.0%

26.7%

22.3%

32.9%

38.7%

33.8%

38.6%

45.4%

39.6%

9.0%

9.4%

8.1%

7.7%

6.7%

4.4%

5.8%

7.2%

16.1%

1.9%

1.4%

2.2%

1.6%

1.9%

3.7%

4.1%

2.3%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やして、市役所が提供するサービスを拡大

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、市役所が提供するサービスを維持

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けられるサービスの減少分は、市民の助け合い、ＮＰＯ・企業など
の提供するサービスを利用
④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービスは必要最低限とし、それを超える部分については、市民の
助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用

⑤その他

無回答
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④ 家族構成による公共的サービス提供のあり方 
家族構成による公共的サービス提供のあり方についての意向は、どの家族構成で

も、「④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービスは必要最低限とし、

それを超える部分については、市民の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサ

ービスを利用する」が一番多くなっています。ただし、三世代世帯では、「③市民負

担は現在水準を維持するが、市役所から受けられるサービスの減少分は、市民の助

け合いや、別にお金を払ってＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用」と「④

市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービスは必要最低限とし、それ

を超える部分については、市民の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービ

スを利用する」の差が小さくなっています。 
 

単身世帯 夫婦世帯 
二世代世帯

(親と子) 

三世代世帯

(親と子と孫) 
その他 

選択項目 

回答数 構成比回答数構成比回答数構成比回答数 構成比 回答数 構成比

①税や公的保険料の市民負担

を大きく増やして、市役所が

提供するサービスを拡大 

6 2.8% 18 1.7% 30 1.8% 8 1.8% 6 5.7%

②税や公的保険料の市民負担

を少し増やして、市役所が提

供するサービスを維持 

31 14.5% 126 12.2% 205 12.3% 61 13.4% 20 19.0%

③市民負担は現在水準を維持

するが、市役所から受けられ

るサービスの減少分は、市民

の助け合い、ＮＰＯ・企業な

どの提供するサービスを利用 

56 26.2% 303 29.4% 577 34.7% 159 34.9% 21 20.0%

④市民負担はできるだけ軽減

し、市役所の提供するサービ

スは必要最低限とし、それを

超える部分については、市民

の助け合いや、ＮＰＯ・企業

などの提供するサービスを利

用 

83 38.8% 432 41.9% 642 38.6% 160 35.2% 42 40.0%

⑤その他 13 6.1% 80 7.8% 124 7.4% 33 7.3% 7 6.7%

合計 25 11.7% 73 7.1% 87 5.2% 34 7.5% 9 8.6%

 214100.0% 1,032100.0% 1,665100.0% 455 100.0% 105 100.0%
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家族構成による公共的サービス提供のあり方

14.5%

12.2%

12.3%

13.4%

19.0%

26.2%

29.4%

34.7%

34.9%

20.0%

38.8%

41.9%

38.6%

35.2%

40.0%

6.1%

7.8%

7.4%

7.3%

6.7%

11.7%

7.1%

5.2%

7.5%

8.6%5.7%

1.8%

1.8%

1.7%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①単身世帯

②夫婦世帯

③二世代世帯

　(親と子)

④三世代世帯

　(親と子と孫)

⑤その他の世帯

構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やして、市役所が提供するサービスを拡大

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、市役所が提供するサービスを維持

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けられるサービスの減少分は、市民の助け
合い、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用

④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービスは必要最低限とし、それを超える部
分については、市民の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用

⑤その他

無回答
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⑤ 職業による公共的サービス提供のあり方 
職業による公共的なサービス提供のあり方についての意向は、勤め人、自営業、

会社等経営者、パート・アルバイト、無職、その他の方で、「④市民負担はできるだ

け軽減し、市役所の提供するサービスは必要最低限とし、それを超える部分につい

ては、市民の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用する」が一

番多く、次いで「③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けられるサー

ビスの減少分は、市民の助け合いや、別にお金を払ってＮＰＯ・企業などの提供す

るサービスを利用する」が多くなっています。 
ただし、専業主婦･主夫、学生の方では、「③市民負担は現在水準を維持するが、

市役所から受けられるサービスの減少分は、市民の助け合いや、別にお金を払って

ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用」と「④市民負担はできるだけ軽減し、

市役所の提供するサービスは必要最低限とし、それを超える部分については、市民

の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用する」の順番が入れか

わっています。 
 

勤め人 自営業 会杜等経営者 パート・アル

バイト 選択項目 

回答数構成比 回答数構成比 回答数 構成比 回答数構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やして、市

役所が提供するサービスを拡大 

23 2.1% 3 0.8% 2 2.4% 11 2.6%

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、市役

所が提供するサービスを維持 

116 10.6% 51 13.9% 12 14.1% 52 12.4%

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受

けられるサービスの減少分は、市民の助け合い、Ｎ

ＰＯ・企業などの提供するサービスを利用 

387 35.5% 94 25.5% 23 27.1% 139 33.1%

④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供する

サービスは必要最低限とし、それを超える部分につ

いては、市民の助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提

供するサービスを利用 

429 39.3% 162 44.0% 32 37.6% 169 40.2%

⑤その他 97 8.9% 34 9.2% 10 11.8% 24 5.7%

無回答 39 3.6% 24 6.5% 6 7.1% 25 6.0%

合計 1,091 100.0% 368 100.0% 85 100.0% 420 100.0%
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専業主婦・主夫 学生 無職 その他 
選択項目 

回答数構成比回答数構成比回答数 構成比 回答数構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やし

て、市役所が提供するサービスを拡大 

6 1.0% 5 6.8% 19 2.4% 1 1.4%

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、

市役所が提供するサービスを維持 

68 11.7% 14 18.9% 122 15.5% 9 13.0%

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所か

ら受けられるサービスの減少分は、市民の助け

合い、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを

利用 

238 40.8% 27 36.5% 192 24.3% 18 26.1%

④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供

するサービスは必要最低限とし、それを超える

部分については、市民の助け合いや、ＮＰＯ・

企業などの提供するサービスを利用 

203 34.8% 18 24.3% 313 39.7% 33 47.8%

⑤その他 36 6.2% 7 9.5% 44 5.6% 4 5.8%

無回答 32 5.5% 3 4.1% 99 12.5% 4 5.8%

合計 583 100.0% 74 100.0% 789 100.0% 69 100.0%

 

職業による公共的サービス提供のあり方
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24.3%

39.7%

47.8%

8.9%

9.2%

11.8%

5.7%

6.2%

9.5%

5.6%

5.8%

3.6%

6.5%

7.1%

6.0%

5.5%

4.1%

12.5%

5.8%

1.4%

2.4%

6.8%

1.0%

2.6%

2.4%

0.8%

2.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①勤め人

  (常勤)

②自営業

③会杜等

  経営者

④パート・

 アルバイト

⑤専業主婦

 ・ 主夫

⑥学生

⑦無職

⑧その他

構成比

①税や公的保険料の市民負担を大きく増やして、市役所が提供するサービスを拡大

②税や公的保険料の市民負担を少し増やして、市役所が提供するサービスを維持

③市民負担は現在水準を維持するが、市役所から受けられるサービスの減少分は、市民の助け合い、ＮＰＯ・企業など
の提供するサービスを利用
④市民負担はできるだけ軽減し、市役所の提供するサービスは必要最低限とし、それを超える部分については、市民の
助け合いや、ＮＰＯ・企業などの提供するサービスを利用
⑤その他

無回答

 


